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   東京都住宅供給公社の家賃引き下げを求める意見書 

 

東京都住宅供給公社一般賃貸住宅（以下、公社住宅）では、３年ごとの家賃改定を

行っており、次回は平成31年４月に実施される予定です。 

東京都住宅供給公社の家賃設定の基準は、建物の経年・設備・内装よりも駅からの

距離・利便性に重点を置く評価方式を取っています。そのため、長く居住している世

帯の家賃が、内装・設備を改装した新入居者の募集家賃を上回る逆転現象が発生する

場合があります。 

西東京市内には、西原団地及び南芝住宅の２カ所の公社住宅があり、どちらも築54

～55年を経過した古い住宅です。 

平成29年11月実施の「第８回住まいと暮らしアンケート」では、世帯の平均年収は

279万円、４割を超える方が年収200万円以下、生活が苦しくなったとの回答が６割も

見られるように、厳しい生活実態となっており、年金だけで暮らす世帯も年々ふえ続

けています。 

地方住宅供給公社法第１条の「居住環境の良好な集団住宅及びその用に供する宅地

を供給し、もつて住民の生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とす

る。」との条文どおり、居住者の高齢化や生活状況を鑑み、下記の項目を要望いたし

ます。 

記 

 

１ 現在居住している世帯が安心して住み続けられる家賃体系に改め、生活実態に沿

った家賃に引き下げること。 

２ 上記の新たな家賃体系に改まるまで、平成31年４月実施予定の家賃改定は凍結す

ること。 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出いたします。 

  

平成30年 月 日 

 

西東京市議会議長 小 幡 勝 己 

 

提出先 東京都知事、東京都住宅供給公社理事長 


